別記様式第１号（照会）                              　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文書番号
                                                          令和○○年○○月○○日

○○警察本部暴力団対策主管課長　殿

○○都道府県登録制度主管課長  印

　　　「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」に基づく照会について

　「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（令和元年11月１日付け警察庁丁暴発第182号、老高発第●号、国住心第197号）に基づき、下記の当該合意書に規定する登録申請者等が登録拒否要件に該当するか否かについて照会します。

記

１　照会対象者

　　別添のとおり。

  ※　別添を用いない場合は、

    　　　氏名（フリガナ）、生年月日、性別、住所、役職

  　を記載し、登録申請者が法人の場合は、

  　　　　その法人の商号又は名称

    を加えて記載すること。

 別記様式第２号（回答）                                    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 文書番号
                                                            　令和○○年○月○日
○○都道府県登録制度主管課長　殿

○○警察本部暴力団対策主管課長  印

　　　「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」に基づく回答について

　「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（令和元年11月１日付け警察庁丁暴発第182号、老高発第●第●号、国住心第197号）に基づき、令和　　年　　月　　日付け（文書番号）で照会のあった件について、下記のとおり回答します。

記

１　照会に係る調査結果

　○　該当した場合

照会対象者○○○○は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）第８条第１項第○号に該当する事由があると認められる。

※　第４号、第６号から第８号まで（同項第４号に該当する場合に限る。）又は第９号のうち、該当する号を記載する。

　○　該当しない場合

　　　該当する事由があると認められない。

２　その他（※必要により記載）

別記様式第３号（通知） 　　　　　　　                           

文書番号
令和○○年○月○日
○○都道府県登録制度主管課長　殿

○○警察本部暴力団対策主管課長 　 印

　　　「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」に基づく通知について

　「サービス付き高齢者向け住宅事業の登録に係る暴力団排除の推進に関する合意書」（令和元年11月１日付け警察庁丁暴発第182号、老高発第●第●号、国住心第197号）に基づき、下記のとおり通知します。

記

１　登録拒否要件に該当する登録申請者等
①　氏名（フリガナ）

②　生年月日

③　性別

④　住所

⑤　法人の場合にあっては、その法人の商号又は名称及びその者の役職

２　理由

上記登録申請者等は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）第８条第１項第○号に該当する事由があると認められる。

※第４号、第６号から第８号まで（同項第４号に該当する場合に限る。）又は第９号のうち、該当する号を記載する。

３　その他（※必要により記載）

別記様式第４号
文書番号
令和○○年○月○日
○○警察本部暴力団主管課長　殿
○○都道府県登録制度主管課長　印

暴力団員等に係るサービス付き高齢者向け住宅事業の｛登録の拒否／登録の取消し／補助金の不交付決定／補助金の交付決定の取消し及び返還請求｝について（通知）
令和○○年○月○日付け（文書番号）で｛回答／情報提供｝のあった下記の者に係る｛サービス付き高齢者向け住宅事業の登録／社会資本整備総合交付金によるサービス付き高齢者向け住宅の整備に関する事業の実施に要する費用に対する補助金の交付｝については、令和○○年○月○日付けで｛登録を拒否する／登録を取り消す／補助金の不交付決定を行う／補助金の交付決定の取消し及び返還請求を行う｝こととしたので通知します。
記
１　措置を講ずることとした登録申請者等

    ①　氏名（フリガナ）

    ②　生年月日

    ③　性別

    ④　住所

    ⑤　法人の場合にあっては、その法人の商号又は名称及びその者の役職

２　その他（必要により記載）

